
北海道 
 
1. 事業内容 
担当課等 経済部商工局商工金融課 

TEL：011-231-4111（内線 26-212） FAX：011-232-8127  
助成事業名 ・北海道中小企業応援ファンド 
 

2. 助成事業の内容 
助成対象者 ・中小企業者等 
助成内容 ○対象となる産業財産権 

特許権、実用新案権、意匠権、商標権 
○補助・助成金の内容 

新商品・新サービスの開発等に関する補助金のうち、補助対象項目として産業財

産権取得費等が含まれている補助金 
○制度を作った背景など 

関係団体等からの要望を踏まえ、今年度から補助対象経費に追加。事業遂行に必

要な産業財産権を取得するために支払われる弁理士の手続き代行費用および翻

訳料等が対象。（助成対象経費の 1/10 を超えない額を対象）ただし、特許庁に納

付される経費（特許出願手数料、審査請求料および特許料等）、拒絶査定に対す

る審査請求または訴訟を行う場合に要する経費を除く。また、助成事業者に権利

が帰属しない場合は、産業財産権等取得費を助成対象とすることはできない。 
助成期間 ・年度内 
助成金額、補助率 ・200 万円～1,000 万円、1/2～1/3 
産業財産権の帰属 ・申請事業者 
 

3. 応募手続き・申請 
募集時期、期間 ・2010 年 4 月 1 日～4 月 30 日 2010 年 9 月 1 日～9 月 30 日 
審査（選考）方法 ・助成事業計画評価委員会にて審査を行い、採否を決定します。 
申請に係わる必要

書類等 

北海道中小企業応援ファンド助成金助成事業計画書（様式第 1 号） 
北海道中小企業応援ファンド助成金に係る助成事業計画（別紙 1） 
経営計画（別紙 2） 
助成事業明細書（経費配分）（別紙 3） 
※事業が複数年にわたる場合は、①当該年度②次年度③①＋②の合計の 3 部構成で

作成してください。 
ビジネスプラン（任意様式、共同事業体の構成を明記すること） 
産業支援機関のパンフレット 
産業支援機関の寄付行為等の写し 
共同事業体を形成する企業のパンフレット（或いはそれに類するもの） 
共同事業体を形成する企業の商業登記簿謄本(原本) 
共同事業体を形成する企業の定款の写し 
共同事業体を形成する企業の直近 3 期分の決算書類 
（一般管理費、製造原価等の内訳も添付してください） 
事業内容が判る資料（試作品の実証データ、研究関連資料など） 
経費の金額や内容を裏付ける見積書、カタログ等の写し 

支払い方法等 ・口座振込 
 

4. 実績・資料等 
採択件数、金額 ・ 2010 年：0 件 産業財産権等取得費を含む助成 
応募件数 ・ 2010 年：0 件 産業財産権等取得費を含む助成 
事業予算規模 ・ 非公開 
パンフ等の有無 ・ HP に掲載 
 

5. 採択に伴う義務 
採択に伴う義務等 ・事業活動状況報告書の提出 

 

 



 

6. 平成 23 年度の計画・予定等 
計画・予定等 ・募集時期、期間：平成 23 年４月上旬～下旬 

・助成期間：交付決定の日から１年以内 

 


